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通 達 第 １ 号  

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日  

（2023 年） 

 

各 所 属 長 殿 

  

  市  長 

  

令和５年度予算執行方針 

 

令和５年度予算は、待機児童対策などの子育て支援やゼロカーボンシテ

ィ実現に向けた取組、市民サービスの向上や業務の効率化に資するＩＣＴ

化などの取組に重点的に財源を配分したところである。 

歳入の根幹である市税収入については、経済の緩やかな回復基調によ

り、前年度より約２８億円、率にして３．２％の増収を見込んでいるが、

臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税については減となっており、収

支不足を補うための財政基金等の取崩し額は過去最大となる約９０億円

で、多額の基金取崩に依存した予算となっている。 

およそ３年にも及んだ新型コロナ対応も、国から５類相当へと引き下げ

る方針が示され、大きな節目を迎えることとなるが、一方で、原油価格・

物価高騰の波が市民生活に影響を与えており、国や自治体による対策が引

き続き求められている。また、少子高齢化に伴う社会保障費の伸びや公共

施設の老朽化対策などに加え、社会情勢の変化に伴って生じる様々な課題

に取り組むための財政支出の増が見込まれ、引き続き厳しい財政運営が続

くものと考えている。 

他方、令和５年度は、文教住宅都市宣言６０周年、平和非核都市宣言４

０周年、環境学習都市宣言２０周年を迎える節目の年にあたり、さらに、

令和７年度には市制１００周年を控えており、様々な課題に対応しつつ、

「文教住宅都市・西宮」にふさわしい魅力あるまちづくりを進めていかな

ければならない。 

以上のことを踏まえて、各所属長においては、次に掲げる事項に従って

効率的な予算執行に努めるとともに、所属職員にもその旨、周知徹底を図

られたい。 
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１．全体的事項について 

（１）当初予算としては過去最大の財源不足額となっていることから、執

行にあたっては、事業の必要性、効率性を十分検討し、内容や仕様等

を精査して、事業費の圧縮を図るなど、最少の経費で最大の効果が得

られるよう、事業実施に留意されたい。 

（２）新型コロナウイルス感染症への対応については、今後の国・県の動

向を注視し、補助制度などの情報収集に努め、社会情勢の変化に沿っ

た形で適切に対応すること。 

（３）予算の裏付けがない事業や実施計画で論議されていない事業など  

新たな財源負担を伴う可能性がある未確定の事業を行おうとする場合

は、事前に財政課及び政策推進課と協議・調整をした後に、市議会や

関係団体等に説明等を行うこと。また、協議・調整には一定の期間を

設けること。 

（４）企業会計についても本執行方針の趣旨を踏まえて適正な予算執行を

行うとともに、効率的な運営と経営基盤の強化に努めること。 

（５）昨年度、新型コロナウイルス感染症電話相談業務において、再委託

先の履行確認ができておらず、委託料を過大に請求される事案が発生

した。各所属においては、委託料や補助金支給などにおいて、適正に

執行されているか、履行確認を徹底すること。 

（６）令和５年 10 月から適格請求書等保存方式（インボイス制度）が始ま

ることから、事務処理に遺漏のないようにすること。 

 

２．歳入について 

（１）市税については、税制改正や社会経済情勢の動向を注視しながら、

課税対象を的確に把握するとともに、一層の収入率の向上に努めるこ

と。 

（２）国・県支出金については、補助制度の拡充等の動向を的確に把握し、

積極的に活用することで新たな財源の確保に努めること。 

   補助要件の確認不足などによって、交付を受けられないことのない

よう、よく確認の上、確実に収入するよう努めること。 

（３）使用料、手数料などその他の収入については、予算計上額の確保に

努めるとともに、収入未済が生じないよう留意すること。  

（４）滞納繰越が生じているものについては「西宮市債権の管理に関する

条例」に基づき、適正な債権管理を行うとともに、負担の公平・公正

を図る観点から最大限の徴収努力を行うこと。 

（５）現金を取り扱う場合には、会計規則等の規定に基づき、厳正な管理

を徹底すること。また、準公金についても、厳正に管理すること。 
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３．歳出について 

（１）予算の配当については、不測の事態に備えるとともに、当初予算に

おいて多額の財源不足が生じている状況に鑑み、一層の経費節減を図

る観点から、一部の経費について配当を留保することとする。 

   配当を留保した予算についてはもちろん、留保していない予算につ

いても市税や地方交付税など歳入予算の状況によっては執行に制限を

かける場合があるので、注意すること。 

（２）繰越制度はあくまでも予算執行の特例であることを認識し、安易に

翌年度へ繰越すことのないよう、事業の執行に当たっては、早期発注・

早期完了に努めること。 

公共事業等については、前年度からの繰越事業費を最優先に早期の

執行を図ること。 

（３）投資的経費のうち国庫補助事業については、国の認証事業費の範囲

内に止めるとともに、市単独事業費の縮減に努めること。 

なお、補助事業の当初内示額の変更、追加内示及び翌年度概算要求

に際しては、事前に財政課及び政策推進課と協議すること。 

（４）人件費についても大きなコストであることを自覚し、業務改善や事

務分担の見直しを積極的に行うことにより人員の削減や超過勤務時間

の縮減に努めること。   

また、所属長は所属職員の超過勤務時間を適切に管理するとともに、

超過勤務の命令を発する場合においては、必ず勤務時間内に命令の処

理を行うこと。 

（５）市内事業者の育成と市内経済の活性化の観点から、契約の際には、

内容の許す限り市内事業者へ優先的に発注し、受注機会確保に取り組

むこと。 

（６）物品等の購入、納品等の事務処理に当たっては、「予算の適正な執行

について」（平成２４年３月３０日付通知）のほか、「物品等の購入に

かかる事務処理について」（平成２１年３月３１日付通知）及び「随意

契約事務の指針」（平成２８年４月改定）の取り扱い等に従い、適正な

執行に努めるとともに、検収等のチェック体制を強化すること。 

（７）公共工事の実施に当たっては、「公共工事に係る不正行為の再発防止

対策について」（令和元年１０月３１日付通知）に留意し、適正な執行

に努めること。 

（８）補助金の執行に当たっては、「補助金等の取扱いに関する規則」等を

遵守し、必ず補助金交付要綱を定めるとともに、適宜、「西宮市補助金

制度に関する指針」（平成２９年６月改定）に基づき、見直しを行うこ

と。 
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また、新設・拡充及び定期見直しに該当する補助金については、審

査の際に付された評価・意見について、改めて確認するとともに補助

金全般について効果検証に努めること。 

なお、外郭団体等に対する補助金等の執行に当たっては、「西宮市第

三セクター等への関与に関する条例」（平成２４年３月３１日施行）の

趣旨を踏まえ、対象団体については適切な手続きを行うこと。 

（９）消費的経費、投資的経費を問わず、年度途中に特定財源の予算額が

確保できない事態が生じた場合は、その経費の執行を留保すること。

特に国や県の制度改正や予算措置により、国・県支出金が予算額を下

回る場合には、当該事業の見直しを行うこと。 

（10）適切な資金管理を行うため、支払資金については、予め個々の事業

ごとに支払時期、金額の分割等の調整を図り、資金需要の集中を避け

ること。また、収入については、国・県支出金の概算交付制度を積極

的に活用するなど早期収入に努めること。 

（11）年度途中で増額補正の必要が生じた場合は、財政課に協議の上、必

要最低限の予算計上とすること。また、補正予算の専決処分や予備費

充用の必要が生じた場合には、速やかに財政課に協議すること。 

（12）年度途中で不用額が生じる見込みとなった場合には減額補正を行う

など、予算の適正な執行管理を行うこと。 


